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　The purpose of this paper was to clarify the current situation of the Coordination between schools and external 
organizations regarding children’s mental health problems. We administered a questionnaire survey to all the 938 
yogo teachers in Niigata Prefecture from September through November 2011 on Coordination with external 
organizations and obtained answers from 651 of them. We analyzed the current situations of “presence of 
Coordination” and “affiliates,” “people who were directly involved with external organizations,” “the details of 
Coordination,” “the advantages gained from Coordination” and the associations between their Coordination and 
the numbers of years and kinds of schools they had experienced as yogo teachers.
　The result was that the percentage of yogo teachers who had coordinated with external organizations was 88.5%, 
which increased with an increase in the numbers of years and kinds of schools they had experienced as Yogo 
teachers. Also, medical institutions, child guidance centers, and education guidance centers accounted for the 
largest numbers of affiliates in descending order. “Coordination was helpful in giving instructions or advice to 
support children” accounted for the largest percentage of the advantages gained from their Coordination with 
external organizations. In addition, Yogo teachers accounted for the largest percentage of those who were directly 
involved with external organizations next to class teachers, and it turned out that yogo teachers played a major role 
in schools’ Coordination with external organizations.
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図２　連携の内容と連携してよかったこと（n＝529）
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された。
3．子どもの心の健康問題に連携して取り組む
上での課題
　養護教諭は、実際に外部機関と連携をする
ことで専門的な知識を習得することについて
は満足しているが、専門家からの指導・助言
を受けること、医療機関等の受診や相談機
関・通級指導への橋渡しについては期待通り
となっていないと回答している。専門家から
指導・助言を受ける上で弊害となっているの
は、学校・外部機関両者のプライバシーの保
護であると考えられる。また、医療機関等の
受診、相談機関・通級指導への橋渡しでは、
専門家や施設・設備が不足し、受診や橋渡し
までに時間がかかることや保護者の理解を得
にくいことが一因となっていると言える。
　しかし、子どもへの適切な支援を行うため
には、医療機関等との連携は不可欠である。
学校から医療機関等に連絡する場合には、守
秘義務のルールを前提に、子どもや保護者の
了解のもと、または子どもや保護者を介して
医療機関等の了解を得た上で連絡をすること
が大切である
11）
。保護者の理解と協力を得るこ
とに配慮して、外部機関と連携することで、
心の健康問題を抱えている子どもが充実した
学校生活を送ることができるように支援して
いく必要がある。
Ⅴ　結論
　本調査の結果から、約９割の学校が外部機
関と連携しており、連携において養護教諭が
重要な役割を担っていた。しかし、外部機関
との連携において、地域の保健・福祉関係の
機関との連携の活性化やそれぞれの機関との
綿密な関係作りが必要であるという課題が示
唆された。
が直接関わったと回答した人が８割以上で
あった。特に、中学校、高等学校では９割の
養護教諭が直接関わったとして回答してお
り、外部機関との連携において養護教諭が重
要な役割を担っていることが示された。
2．連携先の選定
　校種別特徴として、高等学校では医療機関
との連携が多くなっている。文部科学省は、
高校生は、うつ病、双極性障害（躁うつ
病）、統合失調症、パーソナリティ障害（人
格障害）など多様な精神疾患が出現する年代
であると述べており
８）
、特に高等学校において
医療機関との連携が多くなっている一因であ
ると考えられる。小学生は生活習慣の乱れや
虐待など家庭環境の影響を受けやすく、中学
生は同級生間の人間関係が複雑となり、うま
く適応できないと不登校となりやすい。ま
た、ストレスを自分で自覚できるようになる
とともに、不安や抑うつなど精神的な症状
（内在化症状）や引きこもり、攻撃的行動、
家出などの問題行動（外在化症状）が現れや
すくなる
９）
。そのため、医療機関だけではな
く、教育相談機関や教育支援センター（適応
指導教室）などの教育機関や児童相談所、生
徒指導関係で連携の多い警察との連携が多く
なっていると考えられる。
　しかし、市町村や保健所、保健師等との連
携は希薄であった。伊豆らは、保健師との連
携を阻む要因について、地域社会や教育現場
の変化、管轄する行政機関の違いだけではな
く、養護教諭が、すべてのライフステージへ
の関わりや情報の豊富さなど保健師の専門性
に期待しつつも、保健師の業務内容の変化に
伴い、予防接種等をとおして保健師と養護教
諭が共に仕事をする機会が減少していること
を指摘している
10）
。このように、これまで連携
してきた医療機関や教育機関、児童相談所、
警察だけではなく、地域の保健・福祉関係の
機関の役割を認識し、より適した外部機関と
連携することが課題となっていることが示唆
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Ⅴ　おわりに
　今後、より複雑化・多様化することが予測
される子どもの心の健康問題に対応するため
には、外部機関との連携がさらに必要となる
と考えられる。対象となる子どもやその家族
のために、学校は外部機関とどのように連携
していけば良いのか今後も調査・研究を続け
ていきたい。
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